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平成20年６月26日

株式会社リコー 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リコーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(連結

財務諸表注記事項１及び２参照)に準拠して、株式会社リコー及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要

な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  輝  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  井  亮  司  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  足  立  純  一  ㊞ 

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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平成21年６月25日

株式会社リコー 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

＜財務諸表監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リコーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務

諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結キャッシュ・フロー計算書

及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責

任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準(連結

財務諸表の注記事項１及び２参照)に準拠して、株式会社リコー及び連結子会社の平成21年３月31日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。 

＜内部統制監査＞ 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、トレッドウェイ

委員会支援組織委員会（The Committee of Sponsoring Organizations of the Treadway Commission（以

下、「COSO」という）)が公表した内部統制の統合的枠組みで確立された規準に基づき、株式会社リコーの

平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制について監査を行った。財務報告に係る有効な内部統制を

維持し、内部統制報告書において記載されている財務報告に係る内部統制の有効性を評価する責任は、経営

者にある。当監査法人の責任は、独立の立場から会社の財務報告に係る内部統制についての意見を表明する

ことにある。 

当監査法人は、米国公開会社会計監視委員会(The Public Company Accounting Oversight Board（以下、

「PCAOB」という）)の定める財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して監査を行った。PCAOBの監査

の基準は、財務報告に係る有効な内部統制がすべての重要な点において維持されているかどうかについて合

理的な保証を得るために、当監査法人が監査を計画し実施することを求めている。監査は、財務報告に係る

内部統制についての理解、重要な欠陥が存在するリスクの評価、評価したリスクに基づく内部統制の整備及

び運用状況の有効性についての検証及び評価、並びに当監査法人が状況に応じて必要と認めたその他の手続

の実施を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断してい

る。 

独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
 

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  輝  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  井  亮  司  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  足  立  純  一  ㊞ 

─ 127 ─



会社の財務報告に係る内部統制は、財務報告の信頼性及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠した外部報告目的の財務諸表作成に対して合理的な保証を提供するために整備されたプロセスである。

財務報告に係る内部統制には、(1)資産の取引及び処分を合理的な詳細さで正確かつ適正に反映した記録を

維持し、(2)一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠した財務諸表の作成を可能にするために必

要な取引が記録されること、及び、会社の収入と支出が経営者及び取締役の承認に基づいてのみ実行される

ことに関する合理的な保証を提供し、並びに(3)財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある未承認の資産

の取得、使用又は処分を防止又は適時に発見することについての合理的な保証を提供するための方針及び手

続が含まれる。 

財務報告に係る内部統制は、固有の限界があるため、虚偽の表示を防止又は発見できない可能性がある。

また、将来の期間にわたる有効性の評価の予測には、状況の変化により内部統制が不適切となるリスク、又

は方針や手続の遵守の程度が低下するリスクを伴う。 

当監査法人は、株式会社リコーは、COSOが公表した内部統制の統合的枠組みで確立された規準に基づき、

すべての重要な点において、平成21年3月31日現在において財務報告に係る有効な内部統制を維持している

ものと認める。 

株式会社リコーは、平成21年3月31日に終了する連結会計年度にIKON Office Solutions, Inc.を買収し

た。株式会社リコーの経営者は、平成21年3月31日現在の財務報告に係る内部統制の有効性の評価対象か

ら、IKON Office Solutions, Inc.における財務報告に係る内部統制を除外している。平成21年3月31日現在

及び同日に終了した連結会計年度の株式会社リコーの連結財務諸表に含まれているIKON Office Solutions, 

Inc.の総資産及び売上高は、それぞれ319,651百万円及び141,941百万円である。当監査法人もまた、株式会

社リコーの財務報告に係る内部統制監査の対象からIKON Office Solutions, Inc.における財務報告に係る

内部統制を除外している。 

追記情報 

当監査法人は、PCAOBの監査の基準に準拠して内部統制監査を行った。我が国において一般に公正妥当と

認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠した場合との主要な相違点は以下のとおりである。

1. 我が国の基準では、経営者が作成した内部統制報告書に対して監査意見を表明するが、PCAOBの基準で

は、財務報告に係る内部統制に対して監査意見を表明する。 

2. 我が国とPCAOBの基準では財務報告に係る内部統制の範囲が異なることから、「経理の状況」に掲げら

れた連結財務諸表の作成に係る内部統制のみを内部統制監査の対象としており、個別財務諸表のみに関連す

る内部統制や財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等に係る内部統制は監査の対象には含まれて

いない。また、持分法適用関連会社及び平成21年3月31日に終了する連結会計年度に買収したIKON Office 

Solutions, Inc.の内部統制については、監査の対象には含まれていない。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

(注) 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 
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平成20年６月26日

株式会社リコー 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リコーの平成19年４月１日から平成20年３月31日までの事業年度(平成19年度)の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社リコーの平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  輝  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  井  亮  司  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  足  立  純  一  ㊞ 

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 

２ 前事業年度の財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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平成21年６月25日

株式会社リコー 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられている株式会社リコーの平成20年４月１日から平成21年３月31日までの事業年度(平成20年度)の

財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行っ

た。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を

表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社リコーの平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

独立監査人の監査報告書

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  鈴  木  輝  夫  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  藤  井  亮  司  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  足  立  純  一  ㊞ 

(注)１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付す

る形で別途保管しております。 

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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